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中小企業金融円滑化法について
＜平成21年12月３日公布・４日施行、平成23年３月31日までの時限法＞

・金融機関（注）は、中小企業又は住宅ローンの借り手から申込みがあった場合には、
貸付条件の変更等を行うよう努める。

（注）銀行、信金・信組・労金・農協・漁協及びその連合会、農林中金

金融機関の努力義務

・金融機関の責務を遂行するための体制整備。

・実施状況と体制整備状況等の開示。

金融機関自らの取組み

・実施状況の当局への報告。

・当局は、報告をとりまとめて公表。

行政上の対応

中小企業金融円滑化法の一部改正法 ＜平成23年３月31日公布・施行＞

・中小企業金融円滑化法の期限を、平成24年３月31日まで１年延長

中小企業金融円滑化法の一部改正法 ＜平成24年３月31日公布・施行＞

・中小企業金融円滑化法の期限を、平成25年３月31日まで１年延長 【最終延長】
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Ⅰ．中小企業金融円滑化法の期限の最終延長等について （平成23年12月27日公表）
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金融機関の金融円滑化への対応状況は、貸付条件の変更等の実行率が９割を超える

水準となっているなど、基本的には、その取組みは定着してきていると考えられる。

○ 条件変更の申出に対する金融機関の対応状況

○ 各期末までの申込件数（累計）及びその処理の状況

○ 各期末までの実行率

金融機関（1521社）における金融円滑化法の施行状況
―　中小企業者向け　―
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Ⅱ．「中小企業金融円滑化法の最終延長」基本的な考え方①
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「中小企業金融円滑化法の最終延長」基本的な考え方②

一方で、貸付条件の再変更等が増加している。貸付条件の変更等を受けながら経営改善計画

が策定されていない中小企業者も存在しているなどの問題を指摘する声もある。
（参考）条件変更を行った中小企業のうち、約８割が複数回の条件変更を行っている。

○ 金融円滑化法施行後の中小企業の状況

※ 「基準金利」：当該債務者と同等の信用度合いを有している債務者に対して、通常適用される貸出金利

「５年以内（最長10年以内）」に達成
されれば可（平成20年11月）。

「３年以内」に達成する
必要。

経営再建の
達成時期

貸出条件の変更時より「最長１年以
内」に策定すれば可（平成21年12月）。

貸出条件の「変更時ま
で」に策定する必要。

計画の
策定時期

中小企業向け融資原則

〔恒久措置〕
～「経営改善計画」の策定時期等～

「貸出条件緩和債権」の要件の弾力化

法的・形式的に経営破綻5.破綻先

実質的に経営破綻4.実質破綻先

経営破綻に陥る可能性が大3.破綻懸念先

・金利の減免や返済猶予等を実施
（貸出条件緩和債権）
・３ヵ月以上延滞

要管理先

「要注意先」のうち、「要管理先」以外
その他
要注意先

財務内容に問題がある等、注意を要する2.要注意先

財務内容に特段の問題なし1.正常先

概 要区分名

不

良

債

権

に

該

当
（
開

示
）

（参考）債務者の区分一覧「貸出条件緩和債権」の見直しについて

不良債権

とならず

取れている

貸出条件の変更を実施

（貸出条件緩和債権）

原則として

不良債権

基準金利

取れていない

不良債権

とならず

経営改善計画

あり

不良債権

なし

原則として

不良債権

債務者区分
「要管理先」以下
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・ 本年度は、中小企業の真の意味での経営改善につながる支援を強力に

押し進めていくための環境整備を行っていく上で極めて重要な１年。

・ こうした観点から、関係府庁（内閣府・金融庁・中小企業庁）による 「中小

企業の経営支援のための政策パッケージ」を策定。

①金融機関によるコンサルティング機能の一層の発揮

②企業再生支援機構及び中小企業再生支援協議会の機能及び連

携の強化

③その他経営改善・事業再生支援の環境整備

政策パッケージの主な施策

Ⅲ．「中小企業の経営支援のための政策パッケージ」 （平成24年4月20日公表）

６
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中小企業の経営支援のための政策パッケージの概要

１．金融機関によるコンサルティング機能の一層の発揮
⑴ 各金融機関に対する「出口戦略ヒアリング」の実施
－ 中小企業に対する具体的な支援方針や取組状況等を確認

⑵ 監督指針の改正
－ 抜本的な事業再生、業種転換、事業承継等の支援が
必要な場合には、判断を先送りせず外部機関等の第三者的な
視点や専門的な知見を積極的に活用

２．企業再生支援機構（機構）及び中小企業再生支援
協議会（協議会）の機能及び連携の強化
⑴ 機構
① 専門人材の拡充
② 協議会等との円滑な連携（企画・業務統括機能の
強化、協議会との連携窓口の設置）

③ 中小企業の実態に合わせた支援基準の見直し
④ 資産査定等にかかる手数料の負担軽減
⑵ 協議会
① 再生計画策定支援を迅速・簡易に行う方法の確立
－ 標準処理期間を２ヶ月に設定・24年度に３千件程度
② 専門人材の確保・人員体制の大幅拡充
③ 相談機能の充実
－ 最適な解決策の提案や専門家の紹介等

⑶ 機構・協議会の連携強化
① 相互仲介ルールの策定
－ 他方が対応した方が効果的・迅速な支援が可能となる
場合には、相互に案件を仲介等

② 中小企業の経営状況の把握・分析や支援の手法
等に係る改善や指針等の策定

③ 協議会に対する相談・助言機能の提供
④ 専門人材の紹介体制の構築
⑤ 機構、協議会及び中小企業再生支援全国本部と
の間の「連携会議」の設置

３．その他経営改善・事業再生支援の環境整備
⑴ 「中小企業支援ネットワーク」の構築
－ 金融機関、事業再生の実務家、法務・会計・税務等の
専門家、中小企業関係団体、国、地方公共団体等から構成

⑵ 事業再生ファンドの設立促進
－ 出資・債権買取り機能がある事業再生ファンドの設立促進

⑶ 公的金融機関における事業再生支援機能を充実
させるための資本性借入金を活用した事業再生
支援の強化

⑷ 中小企業の事業再生・業種転換等の支援の実効性
を高めるための施策

中小企業金融円滑化法の最終延長を踏まえた中小企業の経営支援のための政策パッケージ
（骨子） ≪平成24年４月20日公表≫
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１．金融機関のコンサルティング機能の発揮に係る監督指針の概要
（平成23年4月4日）
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金
融
庁

出口戦略
ヒアリング

金
融
機
関

中
小
企
業

中小企業再生支援協議会

中小企業再生支援全国本部

・専門人材の確保・人員
体制の拡充

・案件の処理期間の大幅
短縮化

中小企業再生支援協議会
（各都道府県）

・企画・業務統括
機能の強化

・協議会との
連携窓口の設置

・中小企業の実態に
合わせた支援基準
の見直し

・中小企業支援の
専門人材の拡充

企業再生支援機構

連携
・
案件
仲介

・支援手法等の共有化
・案件の相互仲介ルールの策定

助言
・
指導

人材
派遣

コンサル
ティング
機能の発揮

活

用

２．企業再生支援機構及び中小企業再生支援協議会の機能及び連携
の強化
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再生計画策定支援
・債権者間調整 等

案件の処理期間の大幅短縮化

事業再生ファンド
（出資・債権買取機能）

企業再生支援機構

人材派遣

・

金
融
機
関

・ 「地域の協議会」、「全国本部」、「機構」との間で「連携会議」を設置
・ 地域の協議会と機構を核とした「中小企業支援ネットワーク」の構築

・中小企業の支援の手法等に係る改善や指針等の策定
・協議会と機構の案件の相互仲介ルールの策定
・協議会や金融機関に対する専門人材の紹介体制の構築

出資

中小企業基盤整備機構等

資出

相談・支援
業務

相談機能の充実
・相談受付
・実態把握
・経営課題抽出
・最適な解決策
の提案等

中小企業再生支援協議会

案件仲介

再生支援
（協議会持込み案件）

再生支援
（機構独自の案件）

案件仲介

中
小
企
業

連
携

中小企業再生支援協議会（各都道府県）

助
言
・
指
導

中小企業再生支援全国本部

支
援
機
関

相談
支援

出
口
戦
略
ヒ
ア
リ
ン
グ
・
監
督
指
針
の
改
正

・出融資・債権買取

・債権者間調整

・経営人材の派遣

・スポンサーの招聘

・相談・支援業務 等

企業再生支援機構及び中小企業再生支援協議会の機能及び連携の強化

専門人材の確保・人員体制の拡充

・企画・業務統括機能の強化

・中小企業の実態に合わせた支援
基準の見直し

・中小企業支援の専門人材の拡充

・協議会との連携窓口の設置

連携
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施 策 主な具体化の状況

１．金融機関によるコンサルティング機能の一層の発揮

○ 出口戦略ヒアリングの実施
➢各金融機関に対し、中小企業に対する具体的な支援方針や取組状況等を集中的に
確認（５月～６月）

○ 監督指針の改正
➢抜本的な事業再生、業種転換、事業承継等の支援が必要な場合には、金融機関は、
判断を先送りせず外部機関等の第三者的な視点や専門的な知見を積極的に活用する
よう、「中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針」等に明記（５月）

２．企業再生支援機構及び中小企業再生支援協議会の機能及び連携の強化

○ 企業再生支援機構に「中小企業経
営支援政策推進室」を設置

➢中小企業の事業再生支援機能を強化するため、推進室を設置し、専門人材を配置
（６月）

○ 企業再生支援機構の支援基準の見直し
➢企業再生支援機構が事業の再生支援をするかどうかを決定するに当たって従うべき
基準を、中小企業の実態に合わせたものに改正（７月）

○ デューデリジェンス等にかかる手数料
の負担軽減

➢中小企業が負担するデューデリジェンス費用を10分の1（現行は4分の1又は1億円の
いずれか低い価格）に引き下げ（8月28日）

○ 中小企業再生支援協議会の専門人材の
拡充及び人員の増強

➢金融機関の協力を得て、中小企業再生支援協議会の専門人材を補強・増員
（７月以降順次）

○ 中小企業再生支援協議会の事業実施
基本要領等を見直し

➢迅速・簡易な再生支援スキームとするよう基本要領・Ｑ＆Ａを改訂（標準処理期間
を２ヶ月に設定等）（５月）

○ 企業再生支援機構による相談・助言
機能の提供業務の認可

➢企業再生支援機構の業務として、中小企業再生支援協議会案件に対する相談・助言
機能の提供を認可（６月）

３．その他経営改善・事業再生支援の環境整備

○ 「中小企業支援ネットワーク」の構築
➢信用保証協会を事務局として、地域毎に、地域金融機関や事業再生の専門家等から
成るネットワークの構築を開始（８月以降順次）

○ 「事業再生ファンド」の設立促進
➢出口戦略ヒアリング等を通じ、地域金融機関に対し、出資や債権買取りの機能を有
する事業再生ファンドの設立に向けた検討を促進（５月以降）

３．「政策パッケージ」の主な具体化の状況
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市 中

国
政府保証
（最大１．７兆円
［24年度予算］）

金融機関等

支援対象となる事業者

過大な債務を負っているが、再生が可能な事業者

（一定の大規模な事業者・地方三公社・第三セクターは除く）

支援対象となる事業者

過大な債務を負っているが、再生が可能な事業者

（一定の大規模な事業者・地方三公社・第三セクターは除く）

（株）企業再生支援機構

事業再生を支援

出
資

融
資

経
営
人
材

の
派
遣

「
事
業
再
生
計
画
」

策
定
支
援

・資本金２０１億円
・主務大臣の設立認可

政府出資
（100億円）

資金調達

債権

預金保険
機構

出
資

金融機関

拠出
（101億円）

原則、来年３月末が支援決定期限
（全ての業務終了期限は平成28年３月）
支援実績： ２８件
中堅・大企業 ７件
中小企業 １１件
医療法人・学校法人 １０件

財
務
・事
業
の

評
価

企業再生支援機構は、金融機関等に対し、新た
に以下の役割を発揮することとしている。

・事業再生の専門人材の紹介
・事業再生に関する助言

Ⅳ．企業再生支援機構の概要
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企業再生支援機構の実績
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企業再生支援機構による事業再生事例

○ 第二会社方式（Good/Badスキーム）によって、対象会社を
新旧分離

・新会社は本社工場に関連する資産と負債を承継（会社分割）

・旧会社は遊休不動産等を売却し、売却代金を負債に充当。 残債務は特別清算等法的整理で処理

○ 新会社は経営陣・従業員によるMEBO（マネジメント・インプロイー・バイアウト）により設立

Ａ社（清涼飲料製造業）Ａ社（清涼飲料製造業）

○ 売上高：約8.5億円、有利子負債額：約20億円
従業員数：約30名

○ 事業規模に比して多額の借入、実質債務超過

支援実施の意義

○ 地場の雇用確保が図られること

○ 中堅・中小企業の再生の方向性を示す支援で
あること

再生スキーム 第二会社方式＆ＭＥＢＯ

比較的小規模の企業についても、地域経済や雇用確保の観点も踏まえ、
積極的に支援を実施。
比較的小規模の企業についても、地域経済や雇用確保の観点も踏まえ、
積極的に支援を実施。
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中小企業再生支援全国本部

金融機関等 支援対象となる事業者
過剰債務等により経営環境が悪化しているが、再生が可能な中小企業

支援対象となる事業者
過剰債務等により経営環境が悪化しているが、再生が可能な中小企業

中小企業再生支援協議会（全国４７都道府県）

「
再
生
計
画
」

策
定
支
援

金
融
機
関
間
の
調
整

・産業活力再生措置法に基づき、商工会議所等の認定支援機関に設置

債権

●支援実績（平成15年２月～24年3月）
再生計画策定件数 3,200件
相談取扱い企業数 23,881件

財
務
・
事
業
の

評
価

各地の
協議会を
サポート

Ⅴ．中小企業再生支援協議会の概要

事業再生を支援
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○公共事業の減少や競争過多により厳しい状況にあった建設会社等４社（中堅・老舗）について、

雇用の確保等の観点から、再生支援を決定

○中小企業支援協議会と連携し、地域銀行の事業再生専門子会社と共に再生支援を実施

○具体的には、４社の収益事業について、新会社へ再編することを骨子とする再生計画を策定

スポンサー Ｄグループ（地元大手建設業者）

新 会 社 Ａ・Ｂ・Ｃ組

旧会社４社（不要資産や過剰負債など）

GOOD
部門

BAD
部門

GOOD
部門

BAD
部門

GOOD
部門

BAD
部門

GOOD
部門

BAD
部門

Ａ建設

中
小
企
業
再
生
支
援
協
議
会

地
域
銀
行
の
事
業
再
生
専
門
子
会
社

地
域
銀
行

特別清算・解散（金融機関は債権放棄）

出資

Ｂ建設 Ｃ組 Ｃ重機運輸

再
生
計
画
策
定
支
援

中小企業再生支援協議会との連携による事業再生
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平成２４年４月２０日

内閣府・金融庁・中小企業庁

中小企業金融円滑化法の最終延長を踏まえた中小企業の経営支援のための政策パッケージ

中小企業金融円滑化法の最終延長を踏まえ、中小企業の経営改善・事業再生の促進等を図るため、以下の取組みを

強力に進めることとし、関係省庁・関係機関と連携し、早急にその具体化を図る。

さらに、中小企業の事業再生・業種転換等の支援の実効性を高めるための施策を引き続き検討する。

１．金融機関によるコンサルティング機能の一層の発揮

金融機関は、自助努力による経営改善や抜本的な事業再生・業種転換・事業承継による経営改善が見込まれる中小

企業に対して、必要に応じ、外部専門家や外部機関、中小企業関係団体、他の金融機関、信用保証協会等と連携を図

りながらコンサルティング機能を発揮することにより、最大限支援していくことが求められている。

このため、金融庁は、以下の取組みを行うことにより、金融機関によるコンサルティング機能の一層の発揮を促す。

① 各金融機関に対し、中小企業に対する具体的な支援の方針や取組み状況等について集中的なヒアリング（「出口戦

略ヒアリング」）を実施する。

② 抜本的な事業再生、業種転換、事業承継等の支援が必要な場合には、判断を先送りせず外部機関等の第三者的な

視点や専門的な知見を積極的に活用する旨を監督指針に明記する。

（注）今般の東日本大震災により大きな被害を受けている地域においては、中小企業の置かれている厳しい状況や中小企業のニーズに十分

に配慮したコンサルティング機能の発揮が強く求められている。また、産業復興機構や東日本大震災事業者再生支援機構も整備されてい

る。こうした点を踏まえ、事業再生に当たっても、被災地の実情を十分に配慮した中長期的・継続的な支援が期待される。

参考資料
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２．企業再生支援機構及び中小企業再生支援協議会の機能及び連携の強化

財務内容の毀損度合いが大きく、債権者間調整を要する中小企業に対しては、企業再生支援機構（以下、「機構

」という。）や中小企業再生支援協議会（以下、「協議会」という。）を通じて、事業再生を支援する。

このため、内閣府、金融庁、中小企業庁は緊密に連携して以下の施策を実施することにより、両機関の機能及び

連携を大幅に強化する。

（１）機構においては、以下の取組みを積極的に推し進め、中小企業の事業再生を支援する仕組みを再構築する。

① 中小企業の事業再生支援機能を抜本的に強化するため、専門人材の拡充を図る。

② 下記（３）のとおり、中小企業再生支援全国本部（以下、「全国本部」という。）や協議会との円滑な連携を図るため

、企画・業務統括機能を強化するとともに、協議会との連携窓口を設置する。

③ 中小企業の実態に合わせた支援基準の見直しを行うとともに、協議会では事業再生支援の実施が困難な案件を

中心に積極的に取り組む。

④ デューデリジェンス等にかかる手数料の負担軽減を図る。

（２）協議会においては、以下の取組みを行うことにより、その機能を抜本的に強化する。

① 金融機関等の主体的な関与やデューデリジェンスの省略等により、再生計画の策定支援を出来る限り迅速かつ簡

易に行う方法を確立する。（標準処理期間を２ヶ月に設定。協議会ごとに計画策定支援の目標件数を設定し、２４年

度に全体で３千件程度を目指す）

② 事業再生支援の実効性を高めるため、地域金融機関や中小企業支援機関等の協力を得て、専門性の高い人材

の確保及び人員体制の大幅な拡充を図る。

③ 経営改善、事業再生、業種転換、事業承継等が必要な中小企業にとって相談しやすい窓口としての機能を充実し

、最適な解決策の提案や専門家の紹介等を行う。
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（３）機構及び協議会においては、以下の取組みを行うことにより、連携を強化する。

① 機構又は協議会が相談を受けた案件について、他方が対応した方が効果的かつ迅速な支援が可能となる場合には

、相互に案件の仲介等を行う。このため、機構と全国本部は連携して、相互仲介ルールを策定する。

② 事業再生支援機能の向上や上記（２）③の相談機能を実務面から支援するため、機構と全国本部は連携して、中小

企業の経営状況の把握・分析や支援の手法等に係る改善や指針等の策定を行い、それらを協議会とも共有する。

③ 機構は、協議会が取り組む案件について、相談・助言機能を提供する。

④ 機構及び全国本部は、協議会や金融機関が必要とする専門性を有する人材を紹介できる体制の構築を進める。

⑤ 機構、協議会及び全国本部との間で、「連携会議」を設置する。

３．その他経営改善・事業再生支援の環境整備

金融機関によるコンサルティング機能の発揮にあたって、経営改善・事業再生支援を行うための環境整備も不可欠

となっている。このため、内閣府、金融庁及び中小企業庁は、以下の施策を実施する。

（１）各地域における中小企業の経営改善・事業再生・業種転換等の支援を実効あるものとするため、協議会と機構を核と

して、金融機関、事業再生の実務家、法務・会計・税務等の専門家、中小企業関係団体、国、地方公共団体等からな

る「中小企業支援ネットワーク」を構築する。

（２）地域における事業再生支援機能の強化を図るため、地域金融機関と中小企業基盤整備機構が連携し、出資や債権買

取りの機能を有する事業再生ファンドの設立を促進する。

（３）公的金融機関による事業再生支援機能を充実させるため、資本性借入金を活用した事業再生支援の強化について検

討する。

（４）以上に加え、中小企業の事業再生・業種転換等の支援の実効性を高めるための施策を検討する。
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